
Point ✔ 地域の課題は、一人ひとりの生活の課題の積み重ねである。そのため、個別支援に関わっているケアマ

ネジャー等専門職や、住民、行政等が把握する情報の集約から始める。

✔ 行政は、地域ケア会議等の取組強化を推進し、地域の課題等の抽出機能を強化する。
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STEP１：地域で協働する基盤づくり

１－１ 生活支援体制の設計
Point ✔ 行政、生活支援コーディネーター等、地域づくりの推進役となるメンバーで、地域における生活支援コー

ディネーターや協議体のあり方、地域づくりの道筋に関して叩き台をもとに議論を重ね、地域の関係主体

と意識の統一を行っておく。

１－２ 住民への働きかけ
Point ✔ 住民に対し、座談会の開催、タウン誌による広報など、様々な方法により地域づくりの狙いを理解してもらう。

✔ 行政は、生活支援コーディネーター等、地域の主体が、住民へ働きかけを行いやすいように支援を行う。

※ 研究事業において、実施状況に関するヒアリングやアンケート調査等を通じて、各取組に関するポイントを整理したもの。

１－３ 協議体の立ち上げ
Point ✔ 地域づくりのために、強く協議体に関わって欲しい人物には、個別に働きかけを行う。

✔ 協議体の立ち上げ時は、異なる考え方を持ったメンバーとの関係構築や地域づくりの狙いの共有を図る。

１－４ 協議体の運営
Point ✔ 協働の場は、異なる考え方が集まる場であり、地域の活動は、地域の様々に異なった考えから生まれる。

✔ そのため、協働の場は、試行錯誤の繰り返しだが、経験の共有や取組の振り返りを通じて、協働の実感に

結びつく。

STEP２：地域資源の把握、地域課題の抽出

２－１ 地域資源の把握 Point ✔ 資源の価値は、見る人や場面によって異なることから、多様な関係者の多様な視点で見つめ直す。

✔ 「高齢者が参加する活動」、「高齢者が利用するサービス」、「実施主体」、「場・拠点」等の観点に分類し、

地域の資源を整理して把握する。

２－２ 地域課題の抽出



※ 平成28年度老人保健事業推進費等補助金「新しい包括的支援事業における生活支援コーディネーター・協議体の先行事例の調査研究事業報告書「～高齢者の活
躍と暮らしを応援する地域づくりのヒント集～」」をもとに、厚生労働省において作成。
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２－３ 課題の構造化
Point ✔ 個別事例の検討を通じた地域の共通課題の抽出や、KJ法等を用いた課題の整理を行った上で、各課題に

ついて緊急度、発生地域等で構造化を行う。

✔ 課題を構造化することで、協議体や地域の関係者が、地域の課題を「自分ごと」として捉えやすくなり、対応

策の検討（次項）が進みやすくなる。

２－４ 資源の充実に向けた

方針の検討

Point ✔ 対応出来ていない課題や、未活用の資源があることを協議体のメンバー間で共通認識を持ち、資源を作り

出すアイデアは、一人の発想に頼るのではなく、多様な人の発想の組み合わせで膨らませる。

✔ 地域だけでは対応が難しい、行政の対応が必要なものについては、市町村全域をカバーする生活支援

コーディネーターや協議体、行政庁内担当部局へ引き継ぐ。

３－１ 多様な参加のきっか

けづくり

STEP３：地域資源の充実

３－２ 今ある活動やサービ

スの強化

３－３ 新たな活動やサービ

スの開発

Point ✔ 地域の活動に興味があっても、参加まで踏み出せないでいる高齢者に対しては、学習会やちょっとした手

伝い等の参加のきっかけを用意する。

✔ 活動の仲間づくりの観点から支援を行うことで、活動の継続や活発化へのモチベーションが高まる。

Point ✔ 今ある活動等を地域で知ってもらうために、生活支援コーディネーターや協議体、行政がPRを行う。

✔ 意見交換会など、活動の担い手同士が学び合う機会を設けることや、団体・企業同士のマッチングによる

協働の推進が地域の基盤強化に繋がる。

Point ✔ 地域活動に関心のある人物と地域のニーズのコーディネートを行うとともに、その人の新たな活動が継続

するよう支援することで新たな活動が生まれる。

✔ 行政が考えたものの押しつけではなく、地域の関係者が「出来ること」、「やってみたいこと」から始める。

STEP２：地域資源の把握、地域課題の抽出


